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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期

第２四半期
連結累計期間

第91期
第２四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自 2021年１月１日
至 2021年６月30日

自 2022年１月１日
至 2022年６月30日

自 2021年１月１日
至 2021年12月31日

売上高 (千円) 4,472,783 5,391,423 9,458,226

経常利益 (千円) 220,944 582,063 583,064

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 166,538 451,492 433,468

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 199,992 254,029 638,169

純資産額 (千円) 13,308,582 13,833,977 13,680,035

総資産額 (千円) 17,828,284 18,823,614 18,315,139

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 24.96 67.67 64.96

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 74.6 73.5 74.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 335,583 678,739 412,260

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 52,013 △170,851 △192,691

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △121,187 △120,910 △207,965

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,076,237 4,336,792 3,926,092

回次
第90期

第２四半期
連結会計期間

第91期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 7.44 26.41

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染拡大防止への各種施策やコロナワク

チン接種率の増加等もあり、経済活動の制限も徐々に緩和され、緩やかながらも回復に向けた動きをみせておりまし

た。一方、足元ではコロナ感染者が増加傾向にあり、加えて、円安による金融市場の変動やロシアのウクライナ侵攻

などの国際情勢もあり、原材料価格や燃料価格の高騰など、依然として経済の先行きは不透明な状況が継続しており

ます。

このような中、当社グループの主力商品であるＬＰＧ容器用バルブ部門の売上高は、家庭用容器用バルブの大幅原

価アップに伴う値上げに対する駆け込み受注と一部新規顧客獲得もあり、前年同期比増収となりました。配管用バル

ブ部門の売上高は、半導体関連業種を始め、その他好調業種からの受注増も継続しており、前年同期比増収となりま

した。高圧ガスバルブ・ガス関連設備機器部門の売上高につきましても、好調な半導体業種をベースとして、その派

生による新たな受注も発生し前年同期比増収となりました。また、黄銅削り粉の売上も販売価格の上昇や取扱量の増

加に伴い増収となり、全体の売上高は53億９千１百万円、前年同期比９億１千８百万円（20.5％）の増収となりまし

た。

収益面におきましては、主要な原材料である黄銅材等、材料価格の高騰を受けて一部製品の販売価格の値上げにご

理解を頂いたこと、コロナ禍における企業活動の効率化やコスト削減努力を図ったこと、並びに連結子会社・ハマイ

コリアの収益状況に改善がみられたことなどにより、営業利益は４億７千７百万円、前年同期比３億１千７百万円

（198.0％）の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益につきましても４億５千１百万円、前年同期比２億８千４百

万円（171.1％）の増益となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

〔バルブ事業〕

当社の主力商品であるＬＰＧ容器用バルブ部門は売上高20億１千５百万円（前年同期比16.1％増）、配管用バルブ

部門は売上高10億４百万円（前年同期比14.9％増）、高圧ガスバルブ・ガス関連設備機器部門は売上高13億９百万円

（前年同期比28.4％増）、その他売上高は７億７千３百万円（前年同期比39.7％増）となり、その結果、売上高は51

億２百万円（前年同期比22.0％増）となり、また営業利益２億９千１百万円（前年同期は営業損失２千８百万円）と

なりました。

〔不動産賃貸事業〕

賃貸収入は前年同期とほぼ同じ２億８千８百万円となり、営業利益は１億８千５百万円（前年同期比1.5％減）とな

りました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末と比較して、８億３千１百万円増加し、105億７千万

円となりました。これは主に現金及び預金と棚卸資産が増加したことによるものです。

当第２四半期連結会計期間末の固定資産は、前連結会計年度末と比較して、３億２千３百万円減少し、82億５千３

百万円となりました。これは主に投資有価証券の評価差額金が減少したことによるものです。

当第２四半期連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末と比較して、４億４千６百万円増加し、33億７千２

百万円となりました。これは主に電子記録債務と未払法人税等の増加によるものです。

当第２四半期連結会計期間末の固定負債は、前連結会計年度末と比較して、９千１百万円減少し、16億１千７百万

円となりました。これは主に繰延税金負債の減少によるものです。

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比較して、１億５千３百万円増加し、138億３千３百

万円となりました。これは主に利益剰余金の増加によるものです。

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して４億１千万円増加し、43

億３千６百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、６億７千８百万円の収入、前年同期比３億４千３百万円（102.3％）収入の

増加となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益と仕入債務の増加によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、１億７千万円の支出、前年同期比１億１千８百万円（228.5％）支出の増加

となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が増加したことと投資有価証券の売却による収入が減少

したことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、１億２千万円の支出、前年同期と同水準の支出となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億２千４百万円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 11,518,000

計 11,518,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2022年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,424,140 7,424,140
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数100株

計 7,424,140 7,424,140 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年 月 日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2022年4月1日

～

2022年6月30日

― 7,424 ― 395,307 ― 477,917
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(5) 【大株主の状況】

2022年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
(自己株式を
除く。)の総数
に対する所有
株式数の割合

(％)

ミスヂ持株会
東京都品川区西五反田７丁目７番７号 SGスク
エア２階

1,003 15.03

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 624 9.35

浜 井 三 郎 神奈川県横浜市都筑区 345 5.18

佐藤金属株式会社 東京都千代田区神田須田町２丁目13番地３号 336 5.04

浜 井 啓 子 東京都日野市 222 3.32

濱 井 健 一 郎 神奈川県川崎市宮前区 183 2.75

富士精密株式会社 東京都府中市宮前１丁目40番地10階 176 2.65

株式会社ミツウロコグループ
ホールディングス

東京都中央区京橋３丁目１番１号 175 2.63

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 158 2.38

三 橋 玲 子 神奈川県川崎市宮前区 150 2.24

計 ― 3,376 50.61

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 ― ―

751,700

(相互保有株式)
普通株式 ― ―

7,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

66,599 ―
6,659,900

単元未満株式
普通株式

― ―
5,540

発行済株式総数 7,424,140 ― ―

総株主の議決権 ― 66,599 ―

(注) １ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式６株が含まれております。

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権50個)含まれており

ます。
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② 【自己株式等】

2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社ハマイ
東京都品川区西五反田
七丁目７番７号 SGスクエ
ア２階

751,700 ― 751,700 10.13

(相互保有株式)

四国ハマイ株式会社
香川県高松市国分寺町
福家甲2466番地11

7,000 ― 7,000 0.09

計 ― 758,700 ― 758,700 10.22

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年１月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、監査法人まほろばによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,913,590 4,320,855

受取手形 ※2 1,195,857 1,333,099

売掛金 1,924,153 2,033,950

電子記録債権 304,620 285,897

有価証券 12,501 15,936

商品 2,871 2,258

製品 643,598 631,628

原材料 337,938 361,303

仕掛品 1,187,689 1,448,217

貯蔵品 52,342 50,990

前渡金 49,277 51,944

その他 127,413 39,237

貸倒引当金 △13,387 △5,222

流動資産合計 9,738,467 10,570,097

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,502,760 3,463,308

構築物（純額） 129,334 124,552

機械及び装置（純額） 948,105 868,986

車両運搬具（純額） 849 2,011

工具、器具及び備品（純額） 45,850 43,680

土地 329,313 330,128

リース資産（純額） 77,031 70,672

建設仮勘定 124,334 293,518

有形固定資産合計 5,157,579 5,196,858

無形固定資産

ソフトウエア 4,644 5,685

電話加入権 2,412 2,412

リース資産 1,087 848

借地権 360 360

無形固定資産合計 8,504 9,307
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

投資その他の資産

投資有価証券 2,920,213 2,553,977

関係会社株式 ※１ 7,050 ※１ 7,050

出資金 310 310

長期前払費用 2,671 381

会員権 2,439 2,439

保険積立金 384,608 386,508

その他 93,335 96,683

貸倒引当金 △40 -

投資その他の資産合計 3,410,587 3,047,351

固定資産合計 8,576,671 8,253,517

資産合計 18,315,139 18,823,614
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※２ 167,848 182,883

買掛金 524,849 539,001

電子記録債務 1,809,280 1,960,573

未払金 171,302 145,872

未払法人税等 9,763 154,685

未払消費税等 - 65,713

未払費用 61,425 166,121

前受金 49,280 49,280

預り金 38,277 16,799

リース債務 35,955 34,829

賞与引当金 49,600 53,700

設備関係支払手形 1,288 2,860

その他 7,001 -

流動負債合計 2,925,870 3,372,320

固定負債

役員退職慰労引当金 124,725 132,475

退職給付に係る負債 650,728 668,848

長期預り保証金 696,369 696,369

リース債務 46,793 39,316

繰延税金負債 190,617 80,306

固定負債合計 1,709,233 1,617,316

負債合計 4,635,103 4,989,636

純資産の部

株主資本

資本金 395,307 395,307

資本剰余金 648,247 648,247

利益剰余金 12,317,719 12,669,125

自己株式 △722,686 △722,686

株主資本合計 12,638,588 12,989,994

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,048,639 830,566

為替換算調整勘定 △7,192 13,417

その他の包括利益累計額合計 1,041,446 843,983

純資産合計 13,680,035 13,833,977

負債純資産合計 18,315,139 18,823,614
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

売上高

製品売上高 3,574,315 4,184,475

商品売上高 69,970 164,986

加工屑売上高 539,241 753,533

商品及び製品売上高合計 4,183,527 5,102,995

不動産賃貸収入 289,256 288,427

売上高合計 4,472,783 5,391,423

売上原価 ※1 3,738,115 ※1 4,375,803

売上総利益 734,668 1,015,620

販売費及び一般管理費

運賃 50,842 50,559

役員報酬 76,916 77,210

給料 125,388 125,059

賞与 28,160 27,084

賞与引当金繰入額 12,064 12,243

退職給付費用 7,067 9,129

役員退職慰労引当金繰入額 9,200 7,750

減価償却費 12,583 12,301

その他 252,333 217,077

販売費及び一般管理費合計 574,555 538,416

営業利益 160,113 477,204

営業外収益

受取利息 1,246 338

受取配当金 26,679 32,785

為替差益 22,248 63,214

雑収入 16,030 8,569

営業外収益合計 66,205 104,907

営業外費用

売上割引 1,419 ―

雑損失 3,954 47

営業外費用合計 5,374 47

経常利益 220,944 582,063

特別利益

投資有価証券売却益 500 ―

特別利益合計 500 ―

特別損失

固定資産売却損 ※2 352 ―

固定資産除却損 ※3 152 ※3 96

特別損失合計 505 96
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(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

税金等調整前四半期純利益 220,939 581,967

法人税、住民税及び事業税 1,432 144,541

法人税等調整額 52,968 △14,066

法人税等合計 54,400 130,474

四半期純利益 166,538 451,492

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― ―

親会社株主に帰属する四半期純利益 166,538 451,492
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 166,538 451,492

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 29,425 △218,073

為替換算調整勘定 4,028 20,610

その他の包括利益合計 33,453 △197,463

四半期包括利益 199,992 254,029

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 199,992 254,029

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 220,939 581,967

減価償却費 210,008 221,782

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,740 △8,205

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,800 4,100

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,453 18,120

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △171,307 7,750

受取利息及び受取配当金 △27,925 △33,123

為替差損益（△は益） △1,390 △64,474

投資有価証券売却損益（△は益） △500 ―

固定資産売却損 352 ―

固定資産除却損 152 96

その他の営業外損益（△は益） 1,728 △1,852

売上債権の増減額（△は増加） △169,996 △228,315

棚卸資産の増減額（△は増加） △117,166 △269,957

仕入債務の増減額（△は減少） 585,492 180,481

前渡金の増減額（△は増加） △133 6

未払金の増減額（△は減少） △17,322 △24,831

未払費用の増減額（△は減少） 162,178 104,696

未払又は未収消費税等の増減額 △194,568 147,628

預り金の増減額（△は減少） △26,413 △21,477

売上割引料 1,419 ―

未収入金の増減額（△は増加） △4,778 △338

その他 △3,337 12,035

小計 461,946 626,087

利息及び配当金の受取額 27,925 33,123

売上割引料の支払額 △1,419 ―

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △152,868 19,529

営業活動によるキャッシュ・フロー 335,583 678,739

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △153,203 △217,984

有形固定資産の売却による収入 110 ―

無形固定資産の取得による支出 ― △297

投資有価証券の取得による支出 △6,505 △7,178

投資有価証券の売却による収入 100,374 53,504

その他 7,210 1,105

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,013 △170,851

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △21,101 △20,823

配当金の支払額 △100,086 △100,086

財務活動によるキャッシュ・フロー △121,187 △120,910

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,730 23,722

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 165,113 410,700

現金及び現金同等物の期首残高 3,911,124 3,926,092

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,076,237 ※ 4,336,792

　



― 16 ―

【注記事項】

(会計方針の変更等)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）第98項に定

める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に

移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第２四半期連結累計期間の損益に与える重要な影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高

への影響はありません。

また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しており

ません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表への影響はあ

りません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　 該当事項はありません。

(追加情報)

新型コロナウイルス感染症に関しては、当社グループの経営成績等に与える影響を検討した結果、四半期連結

財務諸表の作成にあたって会計上の見積りに重要な影響を与える事象はないと判断しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 非連結子会社及び関連会社に係る注記

非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

関係会社株式 7,050千円 7,050千円

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形を満期日に決済

が行われたものとして処理しております。

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

受取手形 180,066千円 ―千円

支払手形 45,701 〃 ― 〃

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 当期製品製造原価に含まれる賞与引当金繰入額および退職給付費用は次のとおりであります。

　前第２四半期連結累計期間
（自 2021年１月１日　
至 2021年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2022年１月１日　
至 2022年６月30日）

賞与引当金繰入額 39,936千円 45,603千円

退職給付費用 30,494 〃 33,740 〃

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　前第２四半期連結累計期間
（自 2021年１月１日　
至 2021年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2022年１月１日　
至 2022年６月30日）

機械及び装置 352千円 ―千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　前第２四半期連結累計期間
（自 2021年１月１日　
至 2021年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2022年１月１日　
至 2022年６月30日）

建物 ―千円 0千円

機械及び装置 152 〃 96 〃

工具、器具及び備品 0 〃 0 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
　（自 2021年１月１日　

至 2021年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
　（自 2022年１月１日　

至 2022年６月30日）

現金及び預金勘定 4,065,080千円 4,320,855千円

有価証券勘定 11,157 〃 15,936 〃

小計 4,076,237 〃 4,336,792 〃

投資期間が３か月を超える有価証券 ― 〃 ― 〃

現金及び現金同等物 4,076,237 〃 4,336,792 〃
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(株主資本等関係)

　前第２四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年３月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 100,086 15 2020年12月31日 2021年３月30日

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年８月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 66,724 10 2021年６月30日 2021年９月１日

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　当第２四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年３月30日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 100,086 15 2021年12月31日 2022年３月31日

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年８月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 66,724 10 2022年６月30日 2022年９月１日

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第15条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

バルブ事業 不動産賃貸事業 合計

売上高

外部顧客への売上高 4,183,527 289,256 4,472,783

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ―

計 4,183,527 289,256 4,472,783

セグメント利益又は損失（△） △ 28,403 188,517 160,113

（注）セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

バルブ事業 不動産賃貸事業 合計

売上高

　ＬＰＧ容器用バルブ 2,015,020 ― 2,015,020

　配管用バルブ 1,004,936 ― 1,004,936

　高圧ガスバルブ及び
　ガス関連設備機器

1,309,909 ― 1,309,909

　商品 19,594 ― 19,594

　黄銅削り粉 753,533 ― 753,533

　不動産賃貸 ― 288,427 288,427

顧客との契約から生じる収益 5,102,995 288,427 5,391,423

外部顧客への売上高 5,102,995 288,427 5,391,423

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ―

計 5,102,995 288,427 5,391,423

セグメント利益 291,455 185,748 477,204

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

（会計方針の変更）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認

識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

なお、当該変更による重要な影響はありません

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 24円96銭 67円67銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 166,538 451,492

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　 四半期純利益金額(千円)

166,538 451,492

普通株式の期中平均株式数(株) 6,672,434 6,672,434

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

第91期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）中間配当については、2022年８月10日開催の取締役会におい

て、2022年６月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおりの中間配当を行うことを決議

いたしました。

①配当金の総額 66,724千円

②１株当たりの金額 10円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2022年９月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2022年８月９日

株式会社ハマイ

取締役会 御中

監査法人まほろば

東京都港区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 赤 坂 知 紀

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 関 根 一 彦

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハマイ

の2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハマイ及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

　

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


